
医療機関のみなさまへ

「主治医意見書の電子的送信機能」
の導入作業手順書

令和8年6月版

公益社団法人国民健康保険中央会



2

目次

1.はじめに

2.「主治医意見書の電子的送信機

能」の概要

3.主治医意見書の電子的送信機能

の導入

4. FAQ

5. お問い合わせ

1.はじめに

はじめに1

導入作業手順書について

「主治医意見書の電子的送信機能」の導入作業手順書（以下
、「本資料」と表記します）は、医療機関が介護情報基盤を通じ
て「主治医意見書の電子的送信機能」を利用するために必要な
全体像を理解し、システム事業者に相談・依頼してもらうための資
料です。

なお、本資料では電子カルテシステム/文書作成システムで作成し
た主治医意見書の電送を対象として記載しておりますので、介護
保険資格確認等WEBサービス経由の電送の概要は「介護保険
資格確認等WEBサービスの利用にあたって」、導入に関しては「
導入準備作業手引き」をご参照をお願いします。

利用に向けて何をすればよいかわからない時に役立つ資料になっ
ています。是非、手順書としてご活用ください。



3

目次

1.はじめに

2.「主治医意見書の電子的送信機

能」の概要

3.主治医意見書の電子的送信機能

の導入

4. FAQ

5. お問い合わせ

2.「主治医意見書の電子的送信機能」の概要（1/3）

「主治医意見書の電子的送信機能」の概要（1/3）2

大量の紙書類の管理印刷・郵送の手間

長い返信待ち時間郵送の連絡や確認

早く提出しなきゃ
いけないのに…

印刷・郵送がなくなっ

て作業が楽に！

待ち時間が短く

やりとりの
ストレスなし！

主治医意見書については、 Public Medical Hub（以下、「PMH」と表記します）を経由して介護情報基
盤に送信されます。医師が作成した主治医意見書を市町村へ郵送することや請求書類のやりとりがデジタル
化されることで、負担の大きいやりとりが削減されます。

• 電子カルテシステム/文書作成システム※で作成した主治医意見書の電送を実施する
医療機関

※オンライン資格確認端末を経由した接続（詳細は5ページに記載します）

対象者

• 介護保険者等から作成を依頼された主治医意見書および主治医意見書に係る費用の
請求書について、電子データにて、PMH及び介護情報基盤を経由して介護保険者等へ
提出することができます。

※電子カルテシステム/文書作成システムで作成した主治医意見書をそのまま電送できます

機能概要
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2.「主治医意見書の電子的送信機能」の概要（2/3）

PMHは、オンライン資格確認等システムと連携し、国民・自治体・医療機関の3者を繋ぐHUBのようなシステ
ムです。令和8年度からは介護情報基盤とも連携します。

• こどもなどの医療費助成、予防接種、母子保健、自治体検診分野における情報につい
て、自治体や医療機関、対象者間で連携するシステムであるPMHを活用したデジタル
化に向け、取組が進められています。

• 介護情報基盤の構築に当たっては、PMHを活用し、自治体や医療機関と情報を連携
することを想定しています。介護情報基盤は、利用者本人のほか、自治体、介護事業
所、医療機関と情報を連携することを想定しています。

PMHとは

システム概念図

医療機関 被保険者 介護事業所

マイナポータル 介護保険資格確認等WEBサービス

介護情報基盤PMHオンライン資格確認等システム

市町村介護保険事務システム

「主治医意見書の電子的送信機能」の概要（2/3）2
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2.「主治医意見書の電子的送信機能」の概要（3/3）

ルーター

医療機関

現在ご利用のシステム

電子カルテシステム/文書作成システム

オンライン資格確認の機器

顔認証付き
カードリーダ

資格確認端末
（パソコン)

オンライン請求用

（オンライン資格確認）

ネットワーク

支払基金・国保中央会
オンライン資格確認等システム

デジタル庁

PMH

国保中央会

介護情報基盤

システム事業者が、医療機関が導入して
いるシステムに本サービスに係る機能を導
入します。

▶システム事業者に依頼

主治医意見書の電送機能の導入

凡例: 薬剤情報や特定健診情報などの連携にて利用されるネットワーク

システム構成図については下記のとおりです。詳細については、システム事業者向け技術解説書を参考にしてください
（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_59231.html#vender）

「主治医意見書の電子的送信機能」の概要（3/3）2

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_59231.html#vender
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3.主治医意見書の電子的送信機能の導入（1/2）

主治医意見書の電子的送信機能の導入（1/2）3

利用環境

システム

・電子カルテシステム／
文書作成システム

・オンライン資格確認
端末
※医療機関等向け総合ポータル
サイトに掲載の「医療機関等向け
セットアップ手順書」に基づきセット
アップされていること

・連携アプリケーション
※導入時点の最新バージョンがイ
ンストールされ、医療機関等向け
総合ポータルサイトに掲載の「連
携アプリケーション導入手順書」に
沿って設定されていること

費用

利用するシステムの導
入費用・運用費用（医
療機関が利用している
システム・システム事業
者に応じて費用は異な
る）

助成金を利用する
場合は、介護情報
基盤ポータルから
最新の情報をご確
認ください。

ネットワーク

オンライン請求ネット
ワーク(オンライン資格
確認ネットワーク)回線

補足

主治医意見書の電送については、
医療機関にてオンライン資格確
認環境が整備されていることが
前提となります。

オンライン資格
確認端末経由

主治医意見書の電送機能の導入にあたって、必要な環境は下記のとおりです。

https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sysparm_article=KB0011365
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sysparm_article=KB0011365
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sysparm_article=KB0011365
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sysparm_article=KB0011365
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目次 3.主治医意見書の電子的送信機能の導入（2/2）

✓お使いの電子カルテ
システム／文書作成
システムが、主治医
意見書の電送に対
応しているか／対応
版にバージョンアップ
可能かをシステム事
業者に確認する

製品対応確認

✓電子カルテシステム/
文書作成システムと
資格確認端末は接
続済か確認する

✓ネットワーク変更は必
要か確認する

院内環境確認

✓以下費用や助成金
も踏まえた全体費用
を確認する

• 資格確認端末・
ネットワークの設定
変更に係る費用

• 電子カルテシステ
ム／文書作成シス
テムの改修費用等

費用確認

✓助成金申請時期等
を考慮して導入時期
を確認・検討する

※助成金活用の場合、
令和8年度の助成金
申請期限までに導入
可能かご確認ください

スケジュール確認

✓ 医療機関が導入し
ているシステムに本
サービスに係る機能
を導入する

✓ ネットワークや資格
確認端末の設定を
必要に応じて変更す
る

システムの導入１ 2 3 4

システム事業者に相談・依頼

5

主治医意見書の電子的送信機能の導入（2/2）3
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• 助成金に関する情報は介護情報基盤ポータルをご確認ください。助成金申請にはアカウント登録が必要なため、ユーザ登録を行ってください。
ユーザ登録にお時間をいただく場合がございます。

• 助成金申請を行う場合、期限までに余裕をもって申請完了できるよう、システム事業者に作業期間を確認した上で依頼してください。

注意
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4.FAQ

FAQ4

Q1：PMHへの接続は必要ですか？

A1：はい、必要です。オンライン資格確認端末からPMHを経由して介護情報基盤に電送いただきますので、
オンライン資格確認端末からPMHに接続可能な状態か、端末（連携アプリケーション等）やネットワークの
設定等をご確認ください。

Q2：PMHへの接続設定はできていますが、追加の設定作業は必要ですか？

A2：電子カルテシステム、または文書作成システム（以下、「電子カルテ等」という）が主治医意見書の電
送対応していることを前提に、以下の設定をご確認ください（確認方法はご契約のベンダーへお問い合わせく
ださい）。

・電子カルテ等において主治医意見書の電送機能が有効になっているか
・電子カルテ等からオンライン資格確認端末に主治医意見書を連携できる設定となっているか

Q3：介護保険資格確認等WEBサービス経由での電送との違いはなんですか？

A3：接続するネットワークや送信方法が異なります。介護保険資格確認等WEBサービスではインターネット
に接続した端末上で当該WEBサイトに接続し、画面上の主治医意見書入力フォームへ記入の上、送信い
ただきます。一方、オンライン資格確認端末経由の場合、電子カルテシステム等からワンタッチで送信すること
や、添付ファイル等を送信することが可能となります（電子カルテ等の仕様による）。
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お問い合わせ
以下の問い合わせページからご質問やご相談にご対応いたします。

URL：https://www.kaigo-kiban-portal.jp/inquiry/input

https://www.kaigo-kiban-portal.jp/inquiry/input
https://www.kaigo-kiban-portal.jp/inquiry/input
https://www.kaigo-kiban-portal.jp/inquiry/input
https://www.kaigo-kiban-portal.jp/inquiry/input
https://www.kaigo-kiban-portal.jp/inquiry/input
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「主治医意見書の電子的送信機能」の導入作業手順書

No 改訂日 改訂箇所 改訂内容 版数

1 令和8年6月
2日

- 初版作成 1.00

2

3

4

5
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